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Ⅱ 令和５年度６月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

原油価格・物価高騰の影響を受ける、医療機関、福祉施設、畜産農家、特別高圧契約で受電す

る中小企業等に対する支援や、事業構造の転換につながる投資を促進するための事業のほか、県

政の課題等へ対応するために、必要な予算を計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，２９２，１９３ ７，９２４ １，３００，１１７ 

・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、一般財源基金からの繰入金を充当した。 

 

３ 主な事業                      （単位：百万円） 

 （１）原油価格・物価高騰対策                    ７，７９９ 

  ① 事業者・生活者支援                      ４，８８７ 

新 医療機関等物価高騰対策支援事業                    ８６０ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける病院、診療所、薬局、施術所、助産所などに対する補助） 

新 福祉施設等物価高騰対策支援関連事業                １，３１８ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける高齢者施設、障害者施設、児童養護施設などに対する補助） 

新 私立学校等物価高騰対策支援関連事業                  １１６ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける私立の幼稚園、保育所、高等学校、看護師養成所などに対する補助） 

    新 特別高圧受電施設等電気料金支援事業                １，７６５ 

(電気を特別高圧契約で受電する中小企業等に対する電気料金負担軽減のための支援) 

新 乾牧草価格高騰激変緩和対策事業                    ７５２ 

(輸入乾牧草価格の高騰の影響を受ける酪農家などに対する補助) 

新 交通事業者等原油価格高騰緊急支援事業                  ４３ 

（燃料価格の高騰の影響を受ける地域鉄道、バス、タクシー、運転代行業者に対する補助） 

新 学校給食等物価高騰対策事業                       ３３ 

(県立学校における給食等の食材価格高騰分に対する補助) 
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② 事業構造の転換への支援                    ２，９１２ 

新 いばらきエネルギーシフト促進事業                 １，９５１ 

(再生可能エネルギーの導入のための設備整備を行う事業者に対する補助) 

・ アンモニアサプライチェーン構築実行可能性調査事業            ２０ 

(本県を起点としたアンモニアの広域供給に係る輸送方法調査の追加) 

新 稼げる地域観光支援事業                        ５４５ 

(インバウンド向けコンテンツ造成及び高付加価値化に対する支援) 

・ ひたちなか大洗リゾート構想推進事業                   ２２ 

（大洗エリア・海門橋周辺エリアの交通渋滞緩和を図るための実証実験） 

新 ＩＴパスポート等取得支援事業                      ２４ 

(労働生産性向上のため従業員のデジタルスキル向上に取り組む企業に対する補助) 

新 飼料国内自給化緊急対策事業                      ２３９ 

(食品残渣の飼料化や自給飼料の生産拡大のための取組に対する補助) 

・ 儲かる産地支援事業                          １０２ 

(輸入に依存する麦・大豆の国産化や米粉用米の生産拡大のための機械・施設等に対する補助) 

・ いばらきオーガニックステップアップ事業                  ９ 

（県産有機農産物の需要拡大に向けた差別化指標となる内容成分等の調査の追加） 

 

 （２）県政の課題等への対応                       １２５ 

    ・ わくわく茨城生活実現事業                       １２５ 

（東京圏から本県への移住者の増加に伴う移住支援金の増） 

 

４ 債務負担行為                     

・豚熱経営対策緊急支援資金 ２件（７１百万円） 
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ４２６，８３１  －  ４２６，８３１  

地 方 消 費 税 清 算 金 １４３，７８１  －  １４３，７８１  

地 方 譲 与 税 ５４，５１８  －  ５４，５１８  

地 方 特 例 交 付 金 ２，０００  －  ２，０００  

地 方 交 付 税 １９６，３６８  －  １９６，３６８  

交通安全対策特別交付金 ７３６  －  ７３６  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，１５１  －  ８，１５１  

使 用 料 及 び 手 数 料 １５，８３８  －  １５，８３８  

国 庫 支 出 金 １６４，７１２  ７，８８２  １７２，５９４  

財 産 収 入 １，９７２  －  １，９７２  

寄 附 金 １３２  －  １３２  

繰 入 金 ４５，９２７  ４２  ４５，９６９  

繰 越 金 ５，０００  －  ５，０００  

諸 収 入 １４２，３００  －  １４２，３００  

県 債 ８３，９２７  －  ８３，９２７  

計 １，２９２，１９３  ７，９２４  １，３００，１１７  
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６ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８１  －  １，６８１  

総 務 費 ４１，２７６  －  ４１，２７６  

企 画 開 発 費 １４，１４５  １９０  １４，３３５  

生 活 環 境 費 ６，５７６  １，９５１  ８，５２７  

防災・危機管理費 ４，９８５  －  ４，９８５  

保 健 医 療 費 １３７，４４５  ８６３  １３８，３０８  

福 祉 費 １２６，１６３  １，３９６  １２７，５５９  

労 働 費 ２，７６０  －  ２，７６０  

農 林 水 産 業 費 ４０，５３３  １，１０２  ４１，６３５  

営 業 戦 略 費 ６，３２８  ５４５  ６，８７３  

立 地 推 進 費 １９，７５５  －  １９，７５５  

商 工 費 １２１，２６９  １，８０９  １２３，０７８  

土 木 費 １００，２５４  －  １００，２５４  

警 察 費 ６２，６２５  －  ６２，６２５  

教 育 費 ２５８，５７５  ６８  ２５８，６４３  

災 害 復 旧 費 ８４２  －  ８４２  

公 債 費 １６２，３０９  －  １６２，３０９  

諸 支 出 金 １８２，６７２  －  １８２，６７２  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，２９２，１９３  ７，９２４  １，３００，１１７  

 

13



Ⅲ 債務負担行為一覧 
 

 

［一般会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

豚 熱 経 営 対 策 緊 急 

支 援 資 金 利 子 補 給 

茨城県豚熱経営対策緊急支援資金利子補給金交付

要項に基づき、金融機関が農業者に対し、令和５年

度において資金を貸し付けたときは、県は当該金融

機関に対し利子補給する。 

令和６年度 

融資総額７千万円の融資残高

に対し、茨城県豚熱経営対策

緊急支援資金利子補給金交付

要項に定める利子補給率を乗

じて得た額 

豚 熱 経 営 対 策 緊 急 

支 援 資 金 損 失 補 償 

茨城県豚熱経営対策緊急支援資金制度に基づき、

金融機関が農業者に対し、資金を融資し、当該資金

に損失が生じたときは、県がその損失を補償する旨

の契約を当該金融機関と締結する。 

自 令和５年度 

至 令和６年度 
70,000千円 
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Ⅳ 条例その他の議案の概要 
 

議   案 内    容 

（人事課） 

 職員の旅費及び費用弁償に関す
る条例及び特別職の職員の給与並
びに旅費及び費用弁償に関する条
例の一部を改正する条例 
 

 外国出張の宿泊料の額を実態に

即した額とするため、所要の改正を

しようとするものである。 

改正の内容 
 
 職員が渡航する頻度の高い出張先の宿泊料について、実態に
即した額を設定するもの 
（一般職の主なもの） 
・シンガポール：全職員 28,000 円（現行の宿泊料 19,300 円） 
・ニューヨーク：全職員 48,900 円（現行の宿泊料 19,300 円） 
・台    湾：全職員 19,100 円（現行の宿泊料 11,600 円） 
※ 現行の宿泊料の額は、正課長級～係長級の額を例示 

                            
                  （施行日 公布の日） 

（人事課） 

 職員の特殊勤務手当に関する条
例の一部を改正する条例 
 
 鳥インフルエンザ等の発生状況
を踏まえて家畜等取扱手当を見直
す等、所要の改正をしようとするも
のである。 
 
 

改正の内容 
 
１ 鳥インフルエンザ等の家畜伝染病が頻発している状況を踏
まえ、家畜等取扱手当を増額するもの 
 
1,520 円の範囲内で人事委員会規則で定める額 
 →4,000 円の範囲内で人事委員会規則で定める額 

      
２ 新型コロナウイルス感染症の５類移行等を踏まえ、保健衛
生業務手当について、支給額等を見直すとともに新たな感染
症にも迅速に対応できるよう改正するもの 

 
                  （施行日 公布の日） 

（財政課） 

 茨城県手数料徴収条例の一部を
改正する条例 
 
 知事印を押印した許可書等を電
子メール等で受けることを選択し
た者のためにする事務の手数料の
額を定めるため、所要の改正をしよ
うとするものである。 

改正の内容 
 
 知事印を押印した許可書等を電子メール等で受けることを選
択した者のためにする事務は、当該通知を書面により受ける場
合と比較して郵送料等の費用を必要としないことから、当該費
用に相当する額を含まない手数料の額を設定するもの 
 
（主なもの） 
 ・漁業権免許申請手数料 3,440円 
  （書面により通知する場合（現行） 3,700円） 
 ・産業廃棄物処分業許可申請手数料 99,850円 
  （書面により通知する場合（現行） 100,000円） 
 ・解体工事業者登録申請手数料 32,990円 
  （書面により通知する場合（現行） 33,000円） 

 
（施行日 令和５年７月１日） 
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議   案 内    容 

（税務課） 
 茨城県県税条例の一部を改正す
る条例 
 
 地方税法等の一部改正に伴い、所
要の改正をしようとするものであ
る。 

改正の内容 
 
１ 自動車を取得する際に課される自動車税の税率区分につい
て、環境性能が優れている自動車に対して優遇措置が働くよ
う自動車の燃費に関する基準の達成度に係る要件を３年間で
段階的に引き上げるもの 

 
２ 現在、県税事務所等で掲示することによって行う公示送達
について、ウェブサイト等に掲載することによって行うこと
ができるように改正するもの 

 
３ その他所要の改正 

 
（施行日 令和６年１月１日外） 

（福祉政策課） 

 民生委員の定数を定める条例の
一部を改正する条例 
 
 民生委員の定数と現員数との乖
離の是正のため、所要の改正をしよ
うとするものである。 
 

改正の内容 
 
定数を削減した長期欠員状態にあった地区等について、候補

者が見つかった土浦市等７市の定数増及び新たに長期欠員状態
となった地区のある東海村の定数減 

市町村 改正後 現行 増減 
土浦市 240 239 ＋１ 

古河市 226 225 ＋１ 
竜ケ崎市 119 118 ＋１ 

取手市 192 191 ＋１ 

潮来市 73 72 ＋１ 
筑西市 217 216 ＋１ 

小美玉市 89 88 ＋１ 
東海村 61 62 △１ 

 
（施行日 令和５年 12月１日） 

（交通総務課） 

 茨城県警察関係手数料徴収条例
の一部を改正する条例 
 
 道路交通法等の一部改正に伴い、
所要の改正をしようとするもので
ある。 

改正の内容 
 
 電動キックボード等の特定小型原動機付自転車の交通方法等
が整備され、違反行為を繰り返す者に対する講習が創設された
ことに伴う手数料の新設 
講習１時間について 2,000 円 

 
（施行日 令和５年７月１日） 
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